




 

憲法改正の国民論議促進に関する一私見 

 

１．はじめに 

 

 ２０１７年（平成２９年）５月、安倍首相が自民党総裁の立場で、憲法改正案を示さ

れました。重要４項目を提示されましたが、特に憲法９条の３項に自衛隊を明記すると

いう項目が特に注目されているのは、皆様周知のとおりです。何故、１，２項そのまま

にして、３項を追加する案を提示されたのか❓戦後３/４世紀が過ぎようとしているの

に、真の独立国として、国の存立を保障する軍（自衛隊）が憲法に書かれていない異常

状態を改める必要を痛感しているからこそというのが、この案を提示した理由だろう

と推測されます。憲法改正は、国民投票によって決定するもので、他の法律とは、根本

的に違うわけです。しかし、その主体である有権者の憲法改正に対する意識は熟して

いるのだろうか？いや、決して熟しているとはいいがたい状況だと言わざるを得ない

と思います。そこで首相は、国民が自覚をもって議論しやすいようにあえて、９条３項案を提示したというのが

本意だと考えられます。憲法改正（制定を含む）は唯一、有権者が直接決めるものであるがゆえに、日本の原点

すなわち建国以来の歴史を紐解き、現実的かつ将来的に、日本の安全保障と繁栄の視点から、将来における国の

在り方を真剣に考え、議論し、国民投票に臨む必要があると思われます。そこで議論の促進のため、拙見ですが、

皆様の参考にしていただければ、幸いです。 

 

２．憲法改正特に軍（防衛軍）の明記の必要性 

 

 そもそも、先進国で、軍の保有を認めていない国は、日本だけであるという事実があります。これは正常な独

立国・先進国といえるのだろうか？今まで平和だったのは事実であるが、それは日米安全保障条約と、自衛隊が

あったから平和を維持できたというのも冷厳な事実であります。無責任な認識を持つ勢力が、憲法９条があった

からなどと、うそぶいていますが、9 条は日本国を貶めたいという国々から国民の生命及び財産等の保障には、

ほとんど意味をなさないというのを理解できてないとしか言いようがありません。もし理解しているとすれば、

国民を愚弄し、どこかの国の扇動に乗せられているとしか考えられません。国のための憲法か？憲法のための国

か？は、歴史（戦後の歴史だけではない）を振り返れば、一目瞭然でしょう。国を守り、国民の生命・財産等を

保障できるのは、強力な安全保障体制と真に国の将来を考え、国を守る決意を持った国民だけです。従って、憲

法には、安全保障体制の在り方、防衛軍の在り方、国民の義務等が円滑に連携できるように憲法に明記すべきだ

と思います。 

 

３．現憲法の生い立ちの理解の必要性 

 

 現憲法は、GHQ（連合軍総司令部）によって、作られ、その意思に沿った内容であったことは明白であります。

その裏付けとなる資料は次の通りであります。 

①WGIP（ウオー・ギルト・インフォメーション・プログラム） 

日本人の心に戦争に対する罪悪感を植え付ける宣伝計画が根底にある。 

②GHQ による日本占領政策の意図は「初期の基本的指令」1945 年 11 月 3 日によって示された。その狙いは、日

本を非武装化・非軍事化し、日本の戦争遂行能力を抑制することにあった。 

③マッカーサー・ノート（1946年 2月 3日） 

日本の自衛戦争すら放棄させる内容となっていた。 
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④巧妙な検閲 

「削除及び発表禁止の範疇についての簡単な説明」（1945年 11月 25日）全部で 30項目あり、中でも次の４項目

が現憲法が日本国民によって作られたものでないという根拠といえると思います。 

・SCAP（連合国最高司令官）に対する批判 

・極東軍事裁判批判 

・SCAP（連合国最高司令官）が憲法を起草したことに対する批判 

・検閲制度への言及 

等、すべて禁止されていた。ということは、日本を将来的に二度と欧米諸国に対抗できる国にしないため、日本

人の国民意識を変え、非武装化・非軍事化し、自衛戦争すらできないように、最高規範としての憲法に明記しよ

うとした。憲法制定には、芦田修正を除き、日本人の意思はほとんど無視された。これは明らかに、現日本国憲

法は GHQが作ったという証拠の何物ではないことがわかると思います。日本国民として、いつまで他国の占領軍

によって作られた憲法を後生大事に守り続けるつもりかを問われていると思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連合国軍最高司令官 マッカーサー元帥       ＧＨＱ（General Headquarters） 

 

４．マスメディアの報道しない自由の無責任さの理解 

 

 ここ１～２年の国会論議及びマスメディアの論調を見て感じるのは、国内外の重要案件をさておき、政権打倒

だけを目標に、論調を繰り広げているのは、何故なのだろうか？これは、明らかに、国益を無視した論調としか

言いようがありません。これで、国民が満足すると思っているのだろうかと、疑問を待たざるを得ません。これ

を喜ぶのは、日本を貶めようとする敵性勢力ではないでしょうか？これらの論調を支えている敵性国家または、

勢力として、中国及びロシア並びに南北朝鮮は言うまでもありませんが、驚くことに日本の主要メディア及び反

日アメリカ人 GP と同メディアも含まれているということです。憲法改正に反対する政党及び他の勢力が、マス

メディア及びこれらの報道を利用して、国会でどうでもいい議論を続けるのは、敵性勢力の意図に乗せられてい

るか又はあえて乗っているとしか考えられません。政権に不利な記事はなりふり構わず掲げ、有利な記事は一切

載せない報道しないメディアは、日本人をどう導こうとしているのか？日本の国益をどう守ろうとしているのか

不思議でなりません。日本が混乱して喜ぶ国民は、ほとんどいないと信じていますが、ぜひ両方の意見を報道す

るメディアを選んで情報を整理していただきたいと思います。 

 

５．最後に 

 

 日本国民として、有史以来、初めて日本国憲法を自分たちで決める（改正する）絶好のチャンスです。国会に

おける改憲勢力が、２/３以上で発議できるこの時期を逃せば、次いつになるかわかりません。この最大のチャン

スに真に子孫に誇れる憲法改正を成し遂げるという覚悟をもって憲法改正・議論に臨もうではありませんか。 

 


